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連結売上（セグメント別）・�
純利益推移�

国内・海外での連結売上推移�■ 社名 �
　 株式会社クボタ�

■ 英文社名�
　 KUBOTA Corporation�

■ 創業年月�
　 明治23年2月（1890年2月）�

■ 設立年月�
　 昭和5年12月（1930年12月）�

■ 資本金�
　 78,156,602,534円�

■ 発行済株式総数�
　 1,409,808,978株�

■ 株主数�
　 59,409名�

■ 従業員数�
　 13,156名�

会社概要� （2002年3月31日現在）�

■ 主要製品�

　 産業インフラ部門�

ダクタイル鉄管、FWパイプ、スパイラル鋼管、パーマパイプ、ビニルパイプ、ポリエチレンパイプ、�

プラスチックバルブ、各種バルブ、反応管、貨油管、製紙用サクションロールシェル、�

特殊鋳鋼品、普通鋳鋼品、圧延用ロール、エンジン鋳物、機械鋳物、セラミックス、�

TXAX（ブレーキ用材料）、Gコラム、Gパイル、ダクタイルセグメント、排水管�

　 機械部門�

トラクタ、管理機、テーラー、耕うん機、コンバイン、バインダー、ハーベスタ、田植機、インプルメント、�

アタッチメント、乾燥機、野菜移植機、野菜収穫機、アームハウス、米加工販売機、農用軽四輪、電動カート、

ライスロボ、共同乾燥施設、精米施設、共同育苗施設、酪農畜産施設、園芸・共選施設、グリーン管理機器、�

芝刈機、各種エンジン、ミニバックホー、ホイルローダ、キャリア、油圧ショベル、ウエルダー、ゼネレータ、�

各種自動販売機、各種計量・計測機器、計量・計測制御システム、CADシステム、空調機器�

　 環境エンジニアリング部門�

下水処理プラント、下水汚泥焼却・溶融プラント、浄水処理プラント、廃棄物最終処分場浸出水処理プラント、�

産業廃水処理プラント、その他各種排水処理プラント、し尿処理プラント、水処理用有機膜ユニット、�

ごみ焼却・溶融プラント、廃棄物処理プラント、粗大ごみ・不燃ごみ破砕プラント、�

廃棄物リサイクルプラント、破砕・超微粉砕設備、各種ポンプ�

　 住宅機材部門�

屋根材、外壁材、浴槽、合併処理浄化槽、太陽光発電屋根材�
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住 宅 関 連 �

農業機械および農業関連製品、エンジン、建設機械�

ダグタイル鋳鉄管・各種パイプおよびその付属品・パイプ敷設工事、バルブ、各種環境装置およびプラント・エンジニアリング、�
ポンプ、鋳造品等の素形材、軽量・計測・制御機器、自動販売機、各種産業機械、各種ソフトウエア�

各種建設用部材および住宅用各種機器、プレハブ住宅、不動産等�

：�
：�

：�

連結決算上のセグメント内訳�
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クボタ地球環境憲章�

　豊かな社会を実現した私たちは、一方で地球の温暖化や熱帯雨林

の減少、砂漠化、酸性雨、海洋汚染など、地球環境問題の解決が最重

要の社会的課題となっています。�

　そのためクボタは「地球環境」「日本の環境」「クボタの環境」が

連続した一つのものであるという認識のもとに、環境保全に配慮し

た企業活動を展開しております。�

　この考えに立って当社は、1992年8月「クボタ地球環境憲章」を

制定し、2001年8月にはクボタグループの地球環境憲章として改

訂いたしました。�

　今後はクボタグループとして、地球環境保全活動を事業経営の最

重要課題と位置づけ、以下に示す基本理念及び行動指針に基づきグ

ループの総力を結集して、積極的に推進していきます。�

�

基　本　理　念�

　私たちは「地球的規模で持続的な発展が可能な社会」､「企業と市民が相互信頼のもとに共生する社会」

の実現をめざし、地球環境の保全に配慮した企業活動を行うものとする。�

行　動　指　針�

z企業の社会的責任としての環境保全への貢献�

q環境関連法規制及び自治体等との協定の遵守とともに、関連業界の自主規制等に沿って事業実態に応じ

　た具体的な目標を掲げ、その達成に努める。�

w新事業開始段階における工場の立地をはじめ、その他事業活動の全段階において環境アセスメントを実

　施し、環境への影響度を適切に評価して、必要な対応策を講じる。�

e技術・製品等の研究開発、設計段階において、当該技術・製品等の生産、流通、使用、廃棄の各段階での環

　境負荷、資源やエネルギーの消費をできるだけ低減するよう配慮する。�

r環境保全性、エネルギー効率等に優れた生産技術の開発に努める。またリサイクル技術の開発等により資

　源の有効利用と廃棄物の削減を図る。�

t原材料、部品、設備等の購入において、環境保全性、資源保護、再利用性、エネルギー効率等に優れたもの

　を採用するように努める。�

y配送、輸送システム等において、環境負荷、エネルギー消費をできるだけ低減するよう配慮する。また回収・

　リサイクルを盛り込んだ物流システムの導入に努める。�

u環境に関する取組等の情報開示に努める。�

i従業員を始め関係者の意識向上のための環境関連教育・啓発に努める。�

x環境に貢献する技術・製品の提供�

　地球環境問題解決のために、リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル、省エネルギー、クリー

ンエネルギー使用等にかかわる革新的な技術と製品を開発し、社会に提供するよう努める。�

c地域社会への貢献�

q地域環境の保全・美化活動等に地域社会の一員として参画する。�

w従業員が自主的に地域の環境保全活動に参加することを支援する。�

環境方針�
1992年制定�
2001年改訂�（　　　　　）�

クボタ地球環境憲章�


